
年度　事業シート

第5次廿日市市総合計画　（後期基本計画）
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2
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年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３　平成 年度 決算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
市税等の収納管理事務及び滞納整理事務、滞納整理支援システムの活用、臨時職員の活用

【歳入】
・ 雑入 広告料（窓あき封筒掲載広告料金） (円）

滞納処分費（インターネット公売等滞納処分費）
雇用保険料

計
【歳出】
・ 報酬 徴収指導員　 117,000円／月×12月÷2（国保会計と折半） (円）
・ 旅費(費用弁償) 〃 交通費 9,300円／月÷21日×50日（国保会計に49日分あり）
・ 共済費 臨時職員雇用保険料 　　
・ 賃金 臨時職員賃金 （収納消込・窓口受付・滞納整理、税制管理事務補助）　　　　

臨時職員交通費 （収納消込・窓口受付・滞納整理、税制管理事務補助）　　　　
・ 需用費 消耗品費

印刷製本費
・ 役務費 郵便料

後納郵便料
その他手数料 口座振替手数料等

・ 委託料 滞納整理支援システム運用保守業務委託料
・ 使用料 滞納整理支援システム一式リース料

共用業務サーバーリース料
計

年度決算 年度決算①

19,289,150

H２５
実績値

500883565
365

H２４
実績値

1,065

17,326,762 19,289,150

144,992

3,780,000
209,796

①のうちH24から繰越

高額事案等の整理強化と職員のスキルアップを図るため、高度の徴税技術を持つ国税ＯＢを徴収指導員として１名任
用した。（勤務は、週２日　月８日）

H25からH26へ繰越

事業名
市税収納事業

市税収納事業（経常）

01
魅力ある資源を上手につなぎ、市民満足度を高めるはつかいち

重 点 的 取 組
経 営 目 標

財政を健全化する

一般
02

項 02

31

根拠法令
条例

個別計画 等

地方税法、国税徴収法、廿日
市市税条例　他

事業開始年度 昭和

款 総務費

目

コ
ス
ト
情
報

（
円

）

担当課名 総務部　税制収納課

予
算
科
目

会計

02
徴税費
賦課徴収費

・安定的な市税等の歳入確保と収納率の向上
・公平・公正かつ適正な事務処理を図ることで納税者との信頼関係を構築
・納期内納付の促進

経 営 理 念

項　　目

市
廿日市税務署
県税事務所

指定金融機関等

適正な事務処理を行うとともに、口座振替の推進などの納税環境の整
備に努め、適正な債権管理と迅速かつ適格な滞納整理を行い、市税等
債権の安定的収入及び負担の公平性を確保する。

1,965,600

25

5,327,420
1,667,832

目
的

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

納税者

679,203
139,500

実
施
し
た
事
業
の
内
容

（
活
動
実
績

）

131,002
1,500
12,490

  直  接  事  業  費  A

実施主体 関係団体（パートナー） 事業実施に係る市役所（職員）の役割

17,207,301
    そ   の   他（使用料など） 119,461
    市  （ 市税 な ど ）

    国   庫   支   出   金

109,650,000

市民1人当たり 1,076
①

118,000

②

単
位
コ
ス

ト
換
算

    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )

12.50 人

人口（4月1日現在）

126,976,762

  人  件  費  (按 分） B

  総  事  業  費 (A+B)

平成 25

12.50 人
106,075,000

人

19,144,158

117,680人

125,364,150

備考

500

Ｈ２５
目標値

2,500
滞納処分（差押）の実施

95.5 96.7

活  動  及  び  成  果  指  標

成
果 現年度分収納率

1,175
96.3

99.199.0 99.198.8％
95.5

目
　
標

到
達
度

現年度分電話催告の実施 件
市税収納率

単位

活
動

件
2,500

25平成

ムダ・ムリ・ムラをなくし、みんなが元気な市役所に　～行政経営の推進～

％

財
源
内
訳

24平成

H２７
目標値

146,081

144,992

702,000
22,100
62,998

4,409,625
176,995


